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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 16,670 △3.5 214 127.4 387 92.4 266 358.2
22年3月期第2四半期 17,279 △16.3 94 ― 201 219.1 58 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 5.39 ―

22年3月期第2四半期 1.18 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 48,799 22,849 46.0 452.43
22年3月期 48,951 22,616 45.4 448.08

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  22,424百万円 22年3月期  22,209百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 2.50 2.50

23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 3.00 3.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 31,000 △6.8 420 64.2 580 △4.8 350 66.8 7.06



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引
法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了しています。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）３ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 51,377,432株 22年3月期  51,377,432株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  1,812,866株 22年3月期  1,812,047株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 49,564,915株 22年3月期2Q 49,569,089株



○添付資料の目次 

 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報..............................................２ 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報..................................................２ 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報..................................................２ 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報..................................................３ 

２．その他の情報........................................................................３ 

(1) 重要な子会社の異動の概要........................................................３ 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要..........................................３ 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要....................................３ 

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要..........................................４ 

３．四半期連結財務諸表..................................................................５ 

(1) 四半期連結貸借対照表............................................................５ 

(2) 四半期連結損益計算書............................................................７ 

【第２四半期連結累計期間】..........................................................７ 

(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書..............................................８ 

(4) 継続企業の前提に関する注記......................................................10 

(5) セグメント情報..................................................................10 

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記....................................12 

 

－1－

日本コンクリート工業㈱　 (5269)　 平成23年３月期第２四半期決算短信



１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、懸命な消費刺激策等の政府経済対策による景気下

支え効果があったものの、為替不安等から不透明な状況が続き内需の回復には程遠いものでした。 

このような状況のもと、当社グループはリーマン・ショック後の国内市場の変化に対処すべく、ビジ

ネスモデルの再構築により事業基盤の強化を図る一方、グループを挙げて諸経費圧縮等のコスト削減に

努めてまいりました。これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は 166 億 70 百万円（前年同四

半期比 3.5％減）となりました。損益につきましては営業利益が 2 億 14 百万円（前年同四半期比

127.4％増）、経常利益は 3 億 87 百万円（前年同四半期比 92.4％増）、四半期純利益 2 億 66 百万円（前

年同四半期比 358.2％増）と前年同期比減収ながら増益とすることができました。 
 
セグメントの概況は、次のとおりであります。 

 

①基礎事業 

基礎事業については、パイル需要が大幅に減少した昨年度に対し、需要は下げ止まりの傾向にありま

すが、回復には至らず厳しい状況のまま推移しました。このような状況のもと、当社グループは、地中

熱利用ヒートポンプシステムの提案やＲＳＣパイル等の環境・工期面で優れた差別化製品の拡販に努め

るとともに、Ｈｙｐｅｒ－ＮＡＫＳⅡ等の工法の特性を活かした提案営業を推進し受注確保に努めてま

いりました。しかしながら、建設市場の低迷が続き、売上高は 95 億 63 百万円（前年同四半期比 2.4％

減）、セグメント損失は 2 億 53 百万円（前年同四半期はセグメント利益 1 億 21 百万円）となりました。 

 
②コンクリート二次製品事業 

コンクリート二次製品事業の内、ポール製品については、通信線路用ポールが建て替え需要により増

加するとともに、配電線路用ポールも底堅く推移しました。一般ポールは、NC-FC ポール（フランジ継手

式ポール）がアンテナ柱として伸張したことに加え、地デジ対応のスポット需要も寄与し増加しました。

また、営業体制を強化し今まで以上に顧客密着度を高め、材料・工事一括受注による売上増に努めてま

いりました。一方、土木製品については、ＰＣ－壁体やダクタル（超高強度繊維補強コンクリート）が

増加しましたが、ＲＣセグメントの大型物件が一巡したことにより当第２四半期連結累計期間の売上は

減少しました。これらの結果、コンクリート二次製品事業の売上高は 71 億 7 百万円（前年同四半期比

5.0％減）、セグメント利益は 10 億 59 百万円（前年同四半期比 72.0％増）となりました。 
 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比（以下「前期末比」といいます。）1 億

51 百万円減の 487 億 99 百万円となりました。 

流動資産は前期末比 1 億 17 百万円減の 178 億 50 百万円、固定資産は前期末比 34 百万円減の 309 億 48

百万円となりました。 

流動資産減少の主な要因は現金及び預金、仕掛品の減少によるものであり、固定資産減少の主な要因

は減価償却による有形固定資産の減少によるものであります。 

負債合計は、前期末比 3億 83 百万円減の 259 億 50 百万円となりました。 

流動負債は前期末比 12 億 25 百万円減の 150 億 85 百万円、固定負債は前期末比 8 億 41 百万円増の 108

億 65 百万円となりました。 

流動負債減少の主な要因は 1 年内返済予定の長期借入金の減少によるものであり、固定負債増加の主

な要因は長期借入金の増加によるものであります。 

純資産合計は、前期末比 2 億 32 百万円増の 228 億 49 百万円となりました。 

主な要因は、投資有価証券の時価評価に伴うその他有価証券評価差額金の増加によるものであります。 

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の 45.4％から 46.0％となりました。 
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キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前期末比 5 億 26 百万円減の 17 億 82 百

万円となりました。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、6億 46 百万円（前年同四半期は 33 億 47 百万円）となりました。 

これは主に税金等調整前四半期純利益の計上 3 億 81 百万円、減価償却費の計上 7 億 36 百万円、たな

卸資産の減少 4 億 30 百万円等の資金増加要因が、売上債権の増加 3 億 2 百万円等の資金減少要因を上回

ったことによります。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、3億 9百万円（前年同四半期は 6億 67 百万円）となりました。 

これは主に有形固定資産の取得による支出が 3億 58 百万円あったことによります。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、8億 63 百万円（前年同四半期は 15 億 29 百万円）となりました。 

これは主に、配当金の支払額 1 億 24 百万円、長期借入金の純返済額 10 億 7 百万円等の支出があった

ことによります。 

 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

平成 23 年３月期の連結業績予想につきましては、平成 22 年５月 14 日に発表いたしました業績予想か

ら変更はありません。 

 

２．その他の情報 

(1) 重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する

方法によっております。 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第 16 号 平成 20 年３月 10

日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第 24 号 平成

20 年３月 10 日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。 

－3－

日本コンクリート工業㈱　 (5269)　 平成23年３月期第２四半期決算短信



 

②「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年

３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20

年３月 31 日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

 

③「企業結合に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 20 年 12

月 26 日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）、

「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第 23 号 平成 20 年 12 月 26 日）、「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 20 年 12 月 26 日）、「持分法に関する会計基

準」（企業会計基準第 16 号 平成 20 年 12 月 26 日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 20 年 12 月 26 日）を適用しております。 

 

(4) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。 
  

－4－

日本コンクリート工業㈱　 (5269)　 平成23年３月期第２四半期決算短信



3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,782,144 2,308,770

受取手形及び売掛金 9,668,577 9,366,203

商品及び製品 3,080,811 3,190,333

仕掛品 897,350 1,207,971

原材料及び貯蔵品 734,060 744,020

その他 1,721,419 1,189,104

貸倒引当金 △33,477 △38,302

流動資産合計 17,850,886 17,968,101

固定資産   

有形固定資産   

土地 13,468,163 13,499,779

その他（純額） 6,121,374 6,509,062

有形固定資産合計 19,589,538 20,008,842

無形固定資産 180,808 197,610

投資その他の資産   

投資有価証券 7,610,890 7,319,963

その他 3,708,820 3,603,735

貸倒引当金 △141,061 △147,135

投資その他の資産合計 11,178,649 10,776,564

固定資産合計 30,948,996 30,983,017

資産合計 48,799,882 48,951,118
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,485,238 6,485,999

短期借入金 3,040,000 2,540,000

1年内返済予定の長期借入金 1,764,285 3,514,285

未払法人税等 175,318 86,151

引当金 318,325 388,216

その他 3,301,855 3,295,916

流動負債合計 15,085,023 16,310,569

固定負債   

社債 680,000 810,000

長期借入金 3,905,714 3,162,857

引当金 311,201 305,229

負ののれん 108,787 136,707

その他 5,860,028 5,609,025

固定負債合計 10,865,731 10,023,819

負債合計 25,950,754 26,334,389

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,658,569 3,658,569

資本剰余金 1,458,463 1,458,463

利益剰余金 11,862,007 11,719,049

自己株式 △306,970 △306,863

株主資本合計 16,672,070 16,529,219

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,216,310 1,143,917

土地再評価差額金 4,535,897 4,535,897

評価・換算差額等合計 5,752,207 5,679,815

少数株主持分 424,850 407,694

純資産合計 22,849,128 22,616,729

負債純資産合計 48,799,882 48,951,118
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 17,279,665 16,670,521

売上原価 15,332,707 14,635,285

売上総利益 1,946,958 2,035,235

販売費及び一般管理費 1,852,638 1,820,788

営業利益 94,319 214,446

営業外収益   

受取利息 26,825 21,892

受取配当金 52,328 60,188

負ののれん償却額 31,366 27,920

持分法による投資利益 48,640 73,190

受取賃貸料 101,549 95,358

その他 44,277 39,438

営業外収益合計 304,988 317,990

営業外費用   

支払利息 86,740 75,737

減価償却費 34,527 30,457

退職給付会計基準変更時差異の処理額 22,968 －

その他 53,412 38,307

営業外費用合計 197,648 144,502

経常利益 201,659 387,933

特別利益   

固定資産売却益 66,173 7,375

投資有価証券売却益 － 5,000

貸倒引当金戻入額 16,484 9,140

特別利益合計 82,658 21,515

特別損失   

固定資産売却損 225 195

固定資産除却損 9,341 2,642

事務所移転費用 － 1,592

PCB処理費用 － 23,617

特別損失合計 9,567 28,047

税金等調整前四半期純利益 274,750 381,402

法人税、住民税及び事業税 19,808 164,744

法人税等調整額 211,776 △70,579

法人税等合計 231,585 94,165

少数株主損益調整前四半期純利益 － 287,236

少数株主利益又は少数株主損失（△） △15,087 20,321

四半期純利益 58,252 266,915
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 274,750 381,402

減価償却費 920,433 736,750

貸倒引当金の増減額（△は減少） △37,180 △10,898

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,980 △5,791

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 8,820 △8,960

工事損失引当金の増減額（△は減少） △4,260 △55,140

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26,144 5,971

受取利息及び受取配当金 △79,154 △82,081

支払利息 86,740 75,737

持分法による投資損益（△は益） △48,640 △73,190

固定資産売却損益（△は益） △66,173 △7,179

固定資産除却損 9,341 2,642

売上債権の増減額（△は増加） 2,122,766 △302,374

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,427,270 430,103

仕入債務の増減額（△は減少） △1,727,863 △760

債権流動化未収入金の増減額（△は増加） 391,316 77,247

投資その他の資産の増減額（△は増加） 14,964 927

前払年金費用の増減額（△は増加） △109,840 △141,494

その他 108,506 △349,797

小計 3,312,961 673,114

利息及び配当金の受取額 92,482 99,901

利息の支払額 △88,288 △75,598

法人税等の支払額 △56,676 △51,136

法人税等の還付額 86,907 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,347,386 646,280

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △77 △98,761

子会社株式の取得による支出 △14,000 －

投資有価証券の売却による収入 － 15,000

有形固定資産の取得による支出 △838,605 △358,090

有形固定資産の売却による収入 81,223 3,354

無形固定資産の取得による支出 △27,221 △8,023

貸付けによる支出 △2,400 △1,751

貸付金の回収による収入 4,075 5,494

その他 129,359 133,641

投資活動によるキャッシュ・フロー △667,645 △309,135

－8－

日本コンクリート工業㈱　 (5269)　 平成23年３月期第２四半期決算短信



(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,300,000 500,000

長期借入れによる収入 500,000 1,800,000

長期借入金の返済による支出 △727,142 △2,807,142

社債の発行による収入 293,674 －

社債の償還による支出 △150,000 △180,000

自己株式の取得による支出 △648 △107

配当金の支払額 △99,181 △124,059

少数株主への配当金の支払額 △1,636 △1,492

リース債務の返済による支出 △39,823 △46,166

その他 △5,002 △4,802

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,529,760 △863,770

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,149,980 △526,625

現金及び現金同等物の期首残高 1,544,891 2,308,770

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,694,872 1,782,144
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(5) セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 
基礎事業 

(千円) 

コンクリート
二次製品事業

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 9,794,733 7,484,932 17,279,665 － 17,279,665

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,925 － 2,925 (2,925) －

計 9,797,658 7,484,932 17,282,591 (2,925) 17,279,665

営業利益 121,589 616,138 737,728 (643,409) 94,319

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な内容は、下記のとおりであります。 

基 礎 事 業 ・・・パイルの販売、杭打工事及び地盤改良工事 

コンクリート二次製品事業・・・ポール、土木製品等のコンクリート製品の販売、受託試験研究収入及

び土木製品の施工等 

３  「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間にお

ける売上高は「基礎事業」で11,933千円、「コンクリート二次製品事業」で8,166千円増加し、営業利

益は「基礎事業」で933千円、「コンクリート二次製品事業」で971千円増加しております。 

また、「工事契約に関する会計基準」の導入に伴い、会計処理を取引の実態により適合させるため、

第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、請負工事に使用されるコンクリート杭等の製品につ

いても工事進行基準又は工事完成基準を適用し、「完成工事高」に含めて計上する方法に変更いたしま

した。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間における売上高は

「基礎事業」で509,636千円、「コンクリート二次製品事業」で183,219千円減少し、営業利益は「基礎

事業」で85,991千円、「コンクリート二次製品事業」で42,726千円減少しております。 

４ 事業区分の変更 

従来、請負工事に使用されるコンクリート杭等の製品は、工場出荷基準を適用し「製品売上高」及び

「製品原価」として計上していたため「製品事業」「工事事業」の２事業区分に分類しておりましたが、

これ等の「製品販売」は工事請負契約の中の製品代金として契約され、代金請求・回収が一体として行

われること及び「製品」と「工事」の収益を一元管理する事業組織を構築したことにより、「工事契約

に関する会計基準」の適用に伴い、会計処理を取引の実態により適合させるため、第１四半期連結会計

期間に着手した工事契約から、「完成工事高」及び「完成工事原価」に含めて計上する方法に変更いた

しました。 

これを機に事業の種類別セグメント区分についても、当社グループの事業管理体制をより適切に表わ

すため、従来の「製品事業」「工事事業」区分ではなく、「基礎事業」「コンクリート二次製品事業」

の２事業区分に変更することにしました。 

変更後の区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は、以下のとおりであります。 
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前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 
基礎事業 

(千円) 

コンクリート
二次製品事業

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 13,808,307 6,838,730 20,647,037 － 20,647,037

(2)セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
1,555 － 1,555 (1,555) －

計 13,809,863 6,838,730 20,648,593 (1,555) 20,647,037

営業利益又は営業損失（△） 28,496 579,608 608,104 (675,116) △67,012

 

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

 

 

【海外売上高】 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

当社は、基礎事業、及びコンクリート二次製品事業の２つの事業単位を基本として組織が構成されており、各

事業単位で包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社は、「基礎事業」、「コンクリート二次製品事業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。 

「基礎事業」は、パイルの生産・販売、杭打工事及び地盤改良工事を、「コンクリート二次製品事業」はポー

ル、土木製品等のコンクリート二次製品の製造・販売、受託試験研究収入及びポール・土木製品の施工等を行っ

ております。 

 

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日） 

（単位：千円） 

報告セグメント 
 

基礎事業 
コンクリート
二次製品事業

計 

調整額 
（注１） 

四半期連結損益
計算書計上額
（注２） 

売上高   

  外部顧客への売上高 9,563,139 7,107,381 16,670,521 － 16,670,521

  セグメント間の内部
売上高又は振替高 

122 － 122 △122 －

計 9,563,262 7,107,381 16,670,643 △122 16,670,521

セグメント利益又は 
損失（△） 

△253,455 1,059,627 806,172 △591,725 214,446

(注) １ セグメント利益又はセグメント損失の調整額△591,725千円には、セグメント間取引消去720千円、及

び各報告セグメントに配分していない全社費用△592,445千円が含まれております。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

 ２ セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

 

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日）を適用しております。 

 

 

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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